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○市民後見人設置要綱


（趣旨）
第１条　この要綱は、法人後見事業実施規程（平成26年社協規程第６号。以下「規程」という。）第12条第２項に規定する市民後見人の設置について、同条第３項に基づき、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　市民後見人とは、福津市市民後見推進事業実施要綱（平成26年３月３日福津市告示第24号）第２条第１号に定める者をいう。
（雇用等）
第３条　社会福祉法人福津市社会福祉協議会（以下「本会」という。）は、家庭裁判所から成年後見人、保佐人または補助人（以下「後見人等」という。）として選任された場合において、市民後見人の活用が必要と認めるときは、市民後見人の中から、後見業務の実務担当者を雇用するものとする。
２　前項の実務担当者の雇用期間は、雇用の日から当該年度の末日までとする。
３　実務担当者に支払う賃金の算定方法は、予算の範囲内で雇用契約締結の時に決定するものとし、本会は、その実務担当者から提出された活動報告書に基づいて賃金の額を算出し、その額を支払うものとする。
４　前項の賃金の支払日は、翌月21日とする。ただし、支払日が休日等にあたるときは、その前日とする。
（業務内容）
第４条　実務担当者は、本会が後見人等となった案件について、被後見人等の財産管理、身上監護等その他の後見業務を行う。
（解雇）
第５条　実務担当者が次の各号のいずれかの事由に該当したときは、本会は、その実務担当者を解雇することができる。
(１)　勤務状態が不良で、業務の遂行に支障があるとき。
(２)　健康上の理由により、業務の遂行に耐えられないとき。
(３)　故意又は重大な過失により、本会に損害を与えたとき。
(４)　市民後見人登録台帳の登録を抹消したとき。
(５)　その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。
（守秘義務）
第６条　実務担当者は、正当な理由なく、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職務を退いた後も同様とする。
（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。
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)附　則
この要綱は、平成26年７月１日から施行する。
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